
区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

「大きな公共を担う活力ある地域社会づくり」に向けて

豊かなコミュニティの実現

㋐
人と人とのつながりづくりの
促進

身近な地域の中で「声かけ」、「見守
り」、「助け合い」、「支え合い」を実感
している区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

【3-1】
・企業・NPO・専門学校やマンション住民・団
塊世代等、今まで地域活動への関わりが薄
かった層の地域活動参画が増えている状
態
・地域活動協議会が自律的に運営されてい
る状態
・企業や専門学校と地域活動団体とのコー
ディネートが促進され、「ヒト・モノ・カネ・情
報」が地域で循環する仕組みが構築されて
いる状態
・区内18地域全てにおいて、コミュニティ回
収に取組んでいる状態

・身近な地域の中で「声かけ」「見守り」「助
け合い」「支え合い」を実感している区民の
割合：平成29年度までに50％以上
・地域が自律的に運営されていると感じて
いる区民の割合：平成29年度までに60％以
上

・区広報紙や区HP、地域の広報紙や地域
FB等、多様な広報媒体を活用し、地域活動
の情報発信と地域活動参画促進を行う。
・中間支援組織と連携し、地域特性に応じ
た地域活動協議会の自律運営支援を行う。
・企業・NPO・専門学校や地域活動団体と
の交流を促進し、コーディネートを行う。

イ

・身近な地域の中で「声かけ」「見守
り」「助け合い」「支え合い」を実感して
いる区民の割合：　46.2％

・地域が自律的に運営されていると感
じている区民の割合：77％

50.5％

82.1％

B

B

B ｂ

・地域活動への関わりが薄い層において、
身近な地域の中での「声かけ」「見守り」「助
け合い」「支え合い」を実感している割合が
低いと考えられる。

・地域活動への関わりが薄かった層への参
画を促進するため、地域活動の情報発信
と、取組み事例の共有を行う。

多様な主体の協働（マルチパートナーシップ）の実現

㋐
地域活動協議会を核とした
自律した地域運営の支援

校区等地域において、様々な活動主
体が協働し、その話し合いのもと合意
を形成し自ら地域課題の解決に取り
組むなど、地域が自律的に運営され
ていると感じている区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

【3-1】
・企業・NPO・専門学校やマンション住民・団
塊世代等、今まで地域活動への関わりが薄
かった層の地域活動参画が増えている状
態
・地域活動協議会が自律的に運営されてい
る状態
・企業や専門学校と地域活動団体とのコー
ディネートが促進され、「ヒト・モノ・カネ・情
報」が地域で循環する仕組みが構築されて
いる状態
・区内18地域全てにおいて、コミュニティ回
収に取組んでいる状態

・身近な地域の中で「声かけ」「見守り」「助
け合い」「支え合い」を実感している区民の
割合：平成29年度までに50％以上
・地域が自律的に運営されていると感じて
いる区民の割合：平成29年度までに60％以
上

・区広報紙や区HP、地域の広報紙や地域
FB等、多様な広報媒体を活用し、地域活動
の情報発信と地域活動参画促進を行う。
・中間支援組織と連携し、地域特性に応じ
た地域活動協議会の自律運営支援を行う。
・企業・NPO・専門学校や地域活動団体と
の交流を促進し、コーディネートを行う。

イ

・身近な地域の中で「声かけ」「見守
り」「助け合い」「支え合い」を実感して
いる区民の割合：　46.2％

・地域が自律的に運営されていると感
じている区民の割合：77％

50.5％

82.1％

B

B

B ｂ

・地域活動への関わりが薄い層において、
身近な地域の中での「声かけ」「見守り」「助
け合い」「支え合い」を実感している割合が
低いと考えられる。

・地域活動への関わりが薄かった層への参
画を促進するため、地域活動の情報発信
と、取組み事例の共有を行う。

㋑
校区等地域を越えた多様な
主体のネットワーク拡充の
支援

校区等地域を越えたまちづくりに関す
る活動が、地域活動協議会をはじめ
地域団体や市民、NPO、企業など
様々な活動主体の連携・協働により
進められていると感じている区民の割
合

H29年度まで
に

50％以上

【3-1】
・企業・NPO・専門学校やマンション住民・団
塊世代等、今まで地域活動への関わりが薄
かった層の地域活動参画が増えている状
態
・地域活動協議会が自律的に運営されてい
る状態
・企業や専門学校と地域活動団体とのコー
ディネートが促進され、「ヒト・モノ・カネ・情
報」が地域で循環する仕組みが構築されて
いる状態
・区内18地域全てにおいて、コミュニティ回
収に取組んでいる状態

・身近な地域の中で「声かけ」「見守り」「助
け合い」「支え合い」を実感している区民の
割合：平成29年度までに50％以上
・地域が自律的に運営されていると感じて
いる区民の割合：平成29年度までに60％以
上

・区広報紙や区HP、地域の広報紙や地域
FB等、多様な広報媒体を活用し、地域活動
の情報発信と地域活動参画促進を行う。
・中間支援組織と連携し、地域特性に応じ
た地域活動協議会の自律運営支援を行う。
・企業・NPO・専門学校や地域活動団体と
の交流を促進し、コーディネートを行う。

イ

・身近な地域の中で「声かけ」「見守
り」「助け合い」「支え合い」を実感して
いる区民の割合：　46.2％

・地域が自律的に運営されていると感
じている区民の割合：77％

50.5％

82.1％

B

B

B ｂ

・地域活動への関わりが薄い層において、
身近な地域の中での「声かけ」「見守り」「助
け合い」「支え合い」を実感している割合が
低いと考えられる。

・地域活動への関わりが薄かった層への参
画を促進するため、地域活動の情報発信
と、取組み事例の共有を行う。

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策前年度 　A：順調

　B：順調でない

1

（１）

（２）



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（淀川区）

「大きな公共を担う活力ある地域社会づくり」に向けて

豊かなコミュニティの実現

㋐
人と人とのつながりづくりの
促進

身近な地域の中で「声かけ」、「見守
り」、「助け合い」、「支え合い」を実感
している区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

多様な主体の協働（マルチパートナーシップ）の実現

㋐
地域活動協議会を核とした
自律した地域運営の支援

校区等地域において、様々な活動主
体が協働し、その話し合いのもと合意
を形成し自ら地域課題の解決に取り
組むなど、地域が自律的に運営され
ていると感じている区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

㋑
校区等地域を越えた多様な
主体のネットワーク拡充の
支援

校区等地域を越えたまちづくりに関す
る活動が、地域活動協議会をはじめ
地域団体や市民、NPO、企業など
様々な活動主体の連携・協働により
進められていると感じている区民の割
合

H29年度まで
に

50％以上

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

1

（１）

（２）

○：有効
×：有効でないため見

直す

【3-1-1】
中間支援組織と連携し、今まで地域活
動に関わりの薄かった新たな層の地
域活動参画促進を行う。

・SＮＳ等を活用してマンション住民や
退職後の団塊世代等の地域活動参画
を目的とした積極的な情報発信（区
HP、区FB、中間支援組織FB、地域の
FB等、SNSを活用した地域情報発信：
年600回以上）
・校区等地域を越えた多様な主体の
ネットワーク拡充を目的とした、企業、
NPO、専門学校、地域活動団体同士
の交流会の開催。（交流会の開催：年
2回以上）
【改定履歴あり】

・SＮＳを活用した、地域側の情報発信
合計：年500回以上
・交流会参加団体数：延50団体以上

・地域情報発信回数合計が年400回以
下および交流会参加団体数が延30団
体以下の場合、事業を再構築する。
【改定履歴あり】

・中間支援組織および地域のFB更新
回数：約７００回
・交流会開催回数：2回、延50団体参
加

・区HP、区FB、中間支援組織FB、地
域のFB 等、SNSを活用した地域情報
発信：年約745回
・交流会の開催：年2回

・SNSを活用した地域側の情報発信：
年約600回
・交流会参加団体数：延54団体

①(ⅰ） ○

・地域活動に関わりの薄い層は、積極
的に地域の情報を収集しないため、地
域の情報が届きにくい。

・SNSをはじめとする様々な広報媒体
を活用し、地域活動に関わりの薄い層
にも積極的に情報発信を行う。

【3-1-2】
・中間支援組織と地域担当職員が協
働し、地域団体、市民、NPO、企業な
どが参画した地域活動協議会が核と
なって、地域課題及びニーズに対応し
た活動ができるよう、積極的支援（幅
広い住民の地域活動参画促進支援、
多様な団体とのネットワークづくり支
援、自主財源獲得支援、事務局機能
充実支援等）を実施する。（全18地域）

・地域活動協議会への新たな担い手
確保およびNPO法人格取得促進を目
的とした「自律的な地域活動を支援す
るための活動補助金」の活用の個別
的支援（補助金活用提案地域：全18地
域）

・地域活動協議会が課題やニーズに
応じて中間支援組織から支援を受け
ていると感じている割合：80％以上
・自律的補助金活用済地域：全18地域

・割合が60％以下の場合及び補助金
活用地域が13地域未満の場合、事業
を再構築する。

平成27年度自律的補助金活用地域：
全18地域中10地域

・幅広い住民の地域活動参画促進支
援：全18地域
・地域と多様な団体とのネットワークづ
くり支援：19件
・自主財源獲得支援：2地域
・事務局機能充実支援：全18地域
・平成28年度自律的補助金の活用
　　提案：未活用8地域（全18地域に提
案済）

・地域活動協議会が課題やニーズに
応じて中間支援組織から支援を受け
ていると感じている割合：60.4％
・平成28年度自律的補助金活用地域：
13地域（新規3地域含む）

②(ⅰ) ○

・中間支援組織の支援内容に対する
認知度が低い。

・地域に対し、中間支援組織が課題や
ニーズに応じた様々な支援を行ってい
ることを、積極的に幅広く周知する。

【3-1-1】
中間支援組織と連携し、今まで地域活
動に関わりの薄かった新たな層の地
域活動参画促進を行う。

・SＮＳ等を活用してマンション住民や
退職後の団塊世代等の地域活動参画
を目的とした積極的な情報発信（区
HP、区FB、中間支援組織FB、地域の
FB等、SNSを活用した地域情報発信：
年600回以上）
・校区等地域を越えた多様な主体の
ネットワーク拡充を目的とした、企業、
NPO、専門学校、地域活動団体同士
の交流会の開催。（交流会の開催：年
2回以上）
【改定履歴あり】

・SＮＳを活用した、地域側の情報発信
合計：年500回以上
・交流会参加団体数：延50団体以上

・地域情報発信回数合計が年400回以
下および交流会参加団体数が延30団
体以下の場合、事業を再構築する。
【改定履歴あり】

・中間支援組織および地域のFB更新
回数：約７００回
・交流会開催回数：2回、延50団体参
加

・区HP、区FB、中間支援組織FB、地
域のFB 等、SNSを活用した地域情報
発信：年約745回
・交流会の開催：年2回

・SNSを活用した地域側の情報発信：
年約600回
・交流会参加団体数：延54団体

①(ⅰ） ○

・地域活動に関わりの薄い層は、積極
的に地域の情報を収集しないため、地
域の情報が届きにくい。

・SNSをはじめとする様々な広報媒体
を活用し、地域活動に関わりの薄い層
にも積極的に情報発信を行う。

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

取組内容 課題 改善策　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況
戦略に対する
取組の有効性



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策前年度 　A：順調

　B：順調でない

地域資源の循環

㋐
地域資源が活用されやす
い仕組みづくり

平成27年度中に地域資源に関する情
報が得られる仕組みを立ち上げる。

―

【3-1】
・企業・NPO・専門学校やマンション住民・団
塊世代等、今まで地域活動への関わりが薄
かった層の地域活動参画が増えている状
態
・地域活動協議会が自律的に運営されてい
る状態
・企業や専門学校と地域活動団体とのコー
ディネートが促進され、「ヒト・モノ・カネ・情
報」が地域で循環する仕組みが構築されて
いる状態
・区内18地域全てにおいて、コミュニティ回
収に取組んでいる状態

・身近な地域の中で「声かけ」「見守り」「助
け合い」「支え合い」を実感している区民の
割合：平成29年度までに50％以上
・地域が自律的に運営されていると感じて
いる区民の割合：平成29年度までに60％以
上

・企業・NPO・専門学校や地域活動団体と
の交流を促進し、コーディネートを行う。
・地域がコミュニティ回収に取り組めるよう、
環境局と連携した各種相談やインセンティ
ブとなる報奨金などの支援を行う。

イ

・身近な地域の中で「声かけ」「見守
り」「助け合い」「支え合い」を実感して
いる区民の割合：　46.2％

・地域が自律的に運営されていると感
じている区民の割合：77％

50.5％

82.1％

B

B

B ｂ

・地域活動への関わりが薄い層において、
身近な地域の中での「声かけ」「見守り」「助
け合い」「支え合い」を実感している割合が
低いと考えられる。

・地域活動への関わりが薄かった層への参
画を促進するため、地域活動の情報発信
と、取組み事例の共有を行う。

㋑
地域資源の循環による継
続的な地域活動の促進

地域社会における課題の解決やニー
ズへの対応に向け住民が新たに取り
組む継続的な活動（コミュニティ・ビジ
ネス、ソーシャル・ビジネス）が創出さ
れた件数

H29年度まで
に

１件以上

【3-1】
・企業・NPO・専門学校やマンション住民・団
塊世代等、今まで地域活動への関わりが薄
かった層の地域活動参画が増えている状
態
・地域活動協議会が自律的に運営されてい
る状態
・企業や専門学校と地域活動団体とのコー
ディネートが促進され、「ヒト・モノ・カネ・情
報」が地域で循環する仕組みが構築されて
いる状態
・区内18地域全てにおいて、コミュニティ回
収に取組んでいる状態

・身近な地域の中で「声かけ」「見守り」「助
け合い」「支え合い」を実感している区民の
割合：平成29年度までに50％以上
・地域が自律的に運営されていると感じて
いる区民の割合：平成29年度までに60％以
上

・企業・NPO・専門学校や地域活動団体と
の交流を促進し、コーディネートを行う。
・地域がコミュニティ回収に取り組めるよう、
環境局と連携した各種相談やインセンティ
ブとなる報奨金などの支援を行う。

イ

・身近な地域の中で「声かけ」「見守
り」「助け合い」「支え合い」を実感して
いる区民の割合：　46.2％

・地域が自律的に運営されていると感
じている区民の割合：77％

50.5％

82.1％

B

B

B ｂ

・地域活動への関わりが薄い層において、
身近な地域の中での「声かけ」「見守り」「助
け合い」「支え合い」を実感している割合が
低いと考えられる。

・地域活動への関わりが薄かった層への参
画を促進するため、地域活動の情報発信
と、取組み事例の共有を行う。

㋒
本市事務事業の社会的ビ
ジネス化の推進

社会的ビジネス効果が見込まれる事
務事業件数

H29年度まで
に

１件以上

【3-1】
・企業・NPO・専門学校やマンション住民・団
塊世代等、今まで地域活動への関わりが薄
かった層の地域活動参画が増えている状
態
・地域活動協議会が自律的に運営されてい
る状態
・企業や専門学校と地域活動団体とのコー
ディネートが促進され、「ヒト・モノ・カネ・情
報」が地域で循環する仕組みが構築されて
いる状態
・区内18地域全てにおいて、コミュニティ回
収に取組んでいる状態

・身近な地域の中で「声かけ」「見守り」「助
け合い」「支え合い」を実感している区民の
割合：平成29年度までに50％以上
・地域が自律的に運営されていると感じて
いる区民の割合：平成29年度までに60％以
上

・企業・NPO・専門学校や地域活動団体と
の交流を促進し、コーディネートを行う。
・地域がコミュニティ回収に取り組めるよう、
環境局と連携した各種相談やインセンティ
ブとなる報奨金などの支援を行う。

イ

・身近な地域の中で「声かけ」「見守
り」「助け合い」「支え合い」を実感して
いる区民の割合：　46.2％

・地域が自律的に運営されていると感
じている区民の割合：77％

50.5％

82.1％

B

B

B ｂ

・地域活動への関わりが薄い層において、
身近な地域の中での「声かけ」「見守り」「助
け合い」「支え合い」を実感している割合が
低いと考えられる。

・地域活動への関わりが薄かった層への参
画を促進するため、地域活動の情報発信
と、取組み事例の共有を行う。

地域公共人材の充実と中間支援組織の活用

㋐
地域公共人材の充実と活
用の促進

地域の活動において、ファシリテー
ション能力やコーディネート力などを
もった人材が活躍していると感じてい
る区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

地域の活動において、ファシリテーション能
力やコーディネート力などをもった人材が活
躍している状態

　地域の活動において、ファシリテーション
能力やコーディネート力などをもった人材が
活躍していると感じている区民の割合：H29
年度までに50％以上

　地域課題の抽出、地域団体やNPO・企
業・学校等の連携･ネットワークづくり、地域
や社会の資源の橋渡しなどのための調整
を中間支援組織を活用して推進し、ファシリ
テーションやコーディネートの重要性を広く
区民が実感できるよう促進する。

イ

地域の活動において、ファシリテーショ
ン能力やコーディネート力などをもった
人材が活躍していると感じている区民
の割合：H28年度　6.5％

5.70% B

B ｂ

・地域公共人材についての認知度が低い ・地域公共人材について区広報誌やHP、地
域の広報誌、中間支援組織などあらゆる広
報媒体を活用し、積極的に広報を行い、認
知度を高めていく。

㋑ 中間支援組織の活用
多様な活動主体が課題やニーズに応
じて中間支援組織から支援を受けて
いると感じている活動主体の割合

H29年度まで
に

50％以上

【3-1】
・企業・NPO・専門学校やマンション住民・団
塊世代等、今まで地域活動への関わりが薄
かった層の地域活動参画が増えている状
態
・地域活動協議会が自律的に運営されてい
る状態
・企業や専門学校と地域活動団体とのコー
ディネートが促進され、「ヒト・モノ・カネ・情
報」が地域で循環する仕組みが構築されて
いる状態
・区内18地域全てにおいて、コミュニティ回
収に取組んでいる状態

・身近な地域の中で「声かけ」「見守り」「助
け合い」「支え合い」を実感している区民の
割合：平成29年度までに50％以上
・地域が自律的に運営されていると感じて
いる区民の割合：平成29年度までに60％以
上

・区広報紙や区HP、地域の広報紙や地域
FB等、多様な広報媒体を活用し、地域活動
の情報発信と地域活動参画促進を行う。
・中間支援組織と連携し、地域特性に応じ
た地域活動協議会の自律運営支援を行う。
・企業・NPO・専門学校や地域活動団体と
の交流を促進し、コーディネートを行う。
・地域がコミュニティ回収に取り組めるよう、
環境局と連携した各種相談やインセンティ
ブとなる報奨金などの支援を行う。 イ

・身近な地域の中で「声かけ」「見守
り」「助け合い」「支え合い」を実感して
いる区民の割合：　46.2％

・地域が自律的に運営されていると感
じている区民の割合：77％

50.5％

82.1％

B

B

B ｂ

・地域活動への関わりが薄い層において、
身近な地域の中での「声かけ」「見守り」「助
け合い」「支え合い」を実感している割合が
低いと考えられる。

・地域活動への関わりが薄かった層への参
画を促進するため、地域活動の情報発信
と、取組み事例の共有を行う。

（４）

（３）



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（淀川区）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

地域資源の循環

㋐
地域資源が活用されやす
い仕組みづくり

平成27年度中に地域資源に関する情
報が得られる仕組みを立ち上げる。

―

㋑
地域資源の循環による継
続的な地域活動の促進

地域社会における課題の解決やニー
ズへの対応に向け住民が新たに取り
組む継続的な活動（コミュニティ・ビジ
ネス、ソーシャル・ビジネス）が創出さ
れた件数

H29年度まで
に

１件以上

㋒
本市事務事業の社会的ビ
ジネス化の推進

社会的ビジネス効果が見込まれる事
務事業件数

H29年度まで
に

１件以上

地域公共人材の充実と中間支援組織の活用

㋐
地域公共人材の充実と活
用の促進

地域の活動において、ファシリテー
ション能力やコーディネート力などを
もった人材が活躍していると感じてい
る区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

㋑ 中間支援組織の活用
多様な活動主体が課題やニーズに応
じて中間支援組織から支援を受けて
いると感じている活動主体の割合

H29年度まで
に

50％以上

（４）

（３）

○：有効
×：有効でないため見

直す

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

取組内容 課題 改善策　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況
戦略に対する
取組の有効性

【3-1-3】
・コミュニティ回収未実施地域に対し、
環境局と連携して取組みの意義等の
一層の周知を図る。また、取組みのイ
ンセンティブとなる奨励金制度を継続
実施する。(5地域)
・中間支援組織と協働し、地域資源を
活用したCB・SB化の仕組みを構築す
る。（提案地域：3地域）
・地域資源が循環する仕組みづくりに
意欲を持った人材と地域とのコーディ
ネートを行う。（提案地域：3地域）

・コミュニティ回収実施地域：新規5地
域
・地域資源を活用したCB・SB化事業
実施地域：1地域
・人材と地域とのコーディネート実施地
域：1地域

・コミュニティ回収新規開始地域が3地
域未満かつCB・SB化提案地域が2地
域未満かつ人材と地域コーディネート
提案が2地域未満の場合は、事業を再
構築する。

・コミュニティ回収実施地域：4地域
・CB・SB化事例検討：2事例

・コミュニティ回収実施地域　新規7地
域（累計11地域）
・地域資源を活用したCB・SB化の仕
組みを構築：4件
・地域資源が循環する仕組みづくりに
意欲を持った人材と地域のコーディ
ネート：3件

・コミュニティ回収実施地域：新規7地
域（累計11地域）
・地域資源を活用したCB・SB活用地
域：15件
・人材と地域とのコーディネート実施件
数：3件

①(ⅰ) ○

・CB・SB化のメリットが、地域に十分に
認識されていない。

・CB・SB化の効果を十分説明したうえ
で、各地域の特性に合わせた、地域
資源が循環する仕組みづくりの支援を
行う。

【3-1-3】
・コミュニティ回収未実施地域に対し、
環境局と連携して取組みの意義等の
一層の周知を図る。また、取組みのイ
ンセンティブとなる奨励金制度を継続
実施する。(5地域)
・中間支援組織と協働し、地域資源を
活用したCB・SB化の仕組みを構築す
る。（提案地域：3地域）
・地域資源が循環する仕組みづくりに
意欲を持った人材と地域とのコーディ
ネートを行う。（提案地域：3地域）

・コミュニティ回収実施地域：新規5地
域
・地域資源を活用したCB・SB化事業
実施地域：1地域
・人材と地域とのコーディネート実施地
域：1地域

・コミュニティ回収新規開始地域が3地
域未満かつCB・SB化提案地域が2地
域未満かつ人材と地域コーディネート
提案が2地域未満の場合は、事業を再
構築する。

・コミュニティ回収実施地域：4地域
・CB・SB化事例検討：2事例

・コミュニティ回収実施地域　新規7地
域（累計11地域）
・地域資源を活用したCB・SB化の仕
組みを構築：4件
・地域資源が循環する仕組みづくりに
意欲を持った人材と地域のコーディ
ネート：3件

・コミュニティ回収実施地域：新規7地
域（累計11地域）
・地域資源を活用したCB・SB活用地
域：15件
・人材と地域とのコーディネート実施件
数：3件

①(ⅰ) ○

・CB・SB化のメリットが、地域に十分に
認識されていない。

・CB・SB化の効果を十分説明したうえ
で、各地域の特性に合わせた、地域
資源が循環する仕組みづくりの支援を
行う。

【3-1-3】
・コミュニティ回収未実施地域に対し、
環境局と連携して取組みの意義等の
一層の周知を図る。また、取組みのイ
ンセンティブとなる奨励金制度を継続
実施する。(5地域)
・中間支援組織と協働し、地域資源を
活用したCB・SB化の仕組みを構築す
る。（提案地域：3地域）
・地域資源が循環する仕組みづくりに
意欲を持った人材と地域とのコーディ
ネートを行う。（提案地域：3地域）

・コミュニティ回収実施地域：新規5地
域
・地域資源を活用したCB・SB化事業
実施地域：1地域
・人材と地域とのコーディネート実施地
域：1地域

・コミュニティ回収新規開始地域が3地
域未満かつCB・SB化提案地域が2地
域未満かつ人材と地域コーディネート
提案が2地域未満の場合は、事業を再
構築する。

・コミュニティ回収実施地域：4地域
・CB・SB化事例検討：2事例

・コミュニティ回収実施地域　新規7地
域（累計11地域）
・地域資源を活用したCB・SB化の仕
組みを構築：4件
・地域資源が循環する仕組みづくりに
意欲を持った人材と地域のコーディ
ネート：3件

・コミュニティ回収実施地域：新規7地
域（累計11地域）
・地域資源を活用したCB・SB活用地
域：15件
・人材と地域とのコーディネート実施件
数：3件

①(ⅰ) ○

・CB・SB化のメリットが、地域に十分に
認識されていない。

・CB・SB化の効果を十分説明したうえ
で、各地域の特性に合わせた、地域
資源が循環する仕組みづくりの支援を
行う。

　地域活動において、ファシリテーショ
ン能力やコーディネート力を持った人、
あるいは地域を超えて幅広く活躍して
いる人を地域公共人材と捉え、地域の
課題解決のために様々な活動主体と
の連携・協働を図り、積極的に活用し
ていくよう、働きかける。
・地域活動協議会意見交換会におい
て、地域事業への地域公共人材活用
の呼びかけ、活用事例の紹介
・中間支援組織による、地域特性に応
じた、地域公共人材活用の提案
【改定履歴あり】

地域活動や企画検討の場で地域公共
人材を活用した地域が18地域のうち4
地域以上。

地域公共人材を活用した地域が2地域
以下なら、取組み内容を再構築する。

【平成27年度】
・地域公共人材を活用した地域：0地域

・地域活動協議会意見交換会におい
て、地域事業への地域公共人材活用
の呼びかけ、活用事例の紹介：全18
地域×2回
・地域公共人材を活用した講演会の案
内：全18地域×2回
・中間支援組織による地域公共人材
活用提案3地域

・地域公共人材活用提案：全18地域
・地域公共人材活用：2地域（別途、地
域公共人材の講演会参加をきっかけ
に事業を企画・実施　3地域）

③ ×

・地域のニーズに合わせた活用の呼
びかけができていない。

・地域のニーズと、事業実施のタイミン
グに合わせて、中間支援組織を活用
し、積極的に活用提案を行う。

【3-1-1】
中間支援組織と連携し、今まで地域活
動に関わりの薄かった新たな層の地
域活動参画促進を行う。

・SＮＳ等を活用してマンション住民や
退職後の団塊世代等の地域活動参画
を目的とした積極的な情報発信（区
HP、区FB、中間支援組織FB、地域の
FB等、SNSを活用した地域情報発信：
年600回以上）
・校区等地域を越えた多様な主体の
ネットワーク拡充を目的とした、企業、
NPO、専門学校、地域活動団体同士
の交流会の開催。（交流会の開催：年
2回以上）
【改定履歴あり】

・SＮＳを活用した、地域側の情報発信
合計：年500回以上
・交流会参加団体数：延50団体以上

・地域情報発信回数合計が年400回以
下および交流会参加団体数が延30団
体以下の場合、事業を再構築する。
【改定履歴あり】

・中間支援組織および地域のFB更新
回数：約７００回
・交流会開催回数：2回、延50団体参
加

・区HP、区FB、中間支援組織FB、地
域のFB 等、SNSを活用した地域情報
発信：年約745回
・交流会の開催：年2回

・SNSを活用した地域側の情報発信：
年約600回
・交流会参加団体数：延54団体

①(ⅰ） ○

・地域活動に関わりの薄い層は、積極
的に地域の情報を収集しないため、地
域の情報が届きにくい。

・SNSをはじめとする様々な広報媒体
を活用し、地域活動に関わりの薄い層
にも積極的に情報発信を行う。



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策前年度 　A：順調

　B：順調でない

「自律した自治体型の区政運営」に向けて

区における住民主体の自治の実現

【様式3　取組項目8】
・区政運営の推進において、区民の意見や
ニーズを的確に把握するとともに、着実に
反映する。

・平成29年度までに区政会議委員が区政
会議での意見が区政に反映されていると感
じている割合　80%以上

・自己評価をはじめ区政会議、区民モニ
ターなどのさまざまな評価を活用したマネジ
メントサイクルを推進する。 ―

・区政会議委員が区政会議での意見
が区政に反映されていると感じている
割合：60％ ― ― ― ― ― ―

区の様々な取組（施策・事業・イベント
など）に関して、あなたの必要とする
情報が伝えられていると感じる区民の
割合

H29年度まで
に

60％以上

【5-2】
・大多数の区民が市・区の施策・方針や事
務事業について「知っている」「聞いたこと
がある」と答えられる状態

・区の様々な取組（施策・事業・イベントな
ど）の中に、区の特性や地域実情に応じた
ものがあると感じる区民の割合：平成29年
度までに60％以上
・区の様々な取組（施策・事業・イベントな
ど）に関して、あなたの必要とする情報が伝
えられていると感じる区民の割合：平成29
年度までに60％以上

・区広報誌を情報の入口とし、ホームページ
へ誘導を行ったり、ツイッター、フェイスブッ
ク、動画などと連携させたりするなど、より
効果的・魅力的な情報発信を行う。
　また、広報誌記事に関するニーズ把握を
行い、広報誌の誌面・記事構成を随時修正
し、ニーズにあった広報誌｢よどマガ！｣の
発行を行う。
・事業所も含め全区民に広報誌を行き渡る
ようにし、より多くの区民へ区政情報を届け
る。
・職員の広報マインドやスキルを向上させ
て広報人材の育成を行い、情報発信力を強
化する。

ア

・区民アンケートで、区の様々な取組
（施策・事業・イベントなど）の中に、区
の特性や地域実情に応じたものがあ
ると感じる区民の割合：55.2%

・区の様々な取組（施策・事業・イベン
トなど）に関して、あなたの必要とする
情報が伝えられていると感じる区民の
割合：26.1%

63.1%

27.1%

B ｂ

・区民が必要とする情報の多様化に伴い、
多くの区民ニーズをカバーすることが困難
になっている。

・様々な層の区民ニーズを把握し、ターゲッ
トに合わせた媒体による積極的な情報発信
を行い、それぞれの媒体を連携させ、より
効果的な情報発信を行っていく。

ア

・区役所が、区政運営について区民の
意見や要望を反映していると思う区民
の割合：33.2％

・過去１年間に、区役所に日常生活に
関する相談や要望を行った区民のう
ち、区役所が、区における市政の総合
窓口として、適切に対応したと思う区
民の割合：58.0％

26.5%

55.7%

A

A

A ｂ

・マニュアルどおりに市民の声を担当に引き
継ぐだけでは総合窓口の役割を果たしてい
ると判断されていない。

・区民アンケートの否定的な回答に対し、ど
のような点が引き継ぎが不十分であるか尋
ねて、問題点を改善する。

B ｂ

・区民が必要とする情報の多様化に伴い、
多くの区民ニーズをカバーすることが困難
になっている。

・様々な層の区民ニーズを把握し、ターゲッ
トに合わせた媒体による積極的な情報発信
を行い、それぞれの媒体を連携させ、より
効果的な情報発信を行っていく。

B

B

区の様々な取組（施策・事業・イベント
など）の中に、区の特性や地域実情
に応じたものがあると感じる区民の割
合

H29年度まで
に

60％以上

【5-2】
・大多数の区民が市・区の施策・方針や事
務事業について「知っている」「聞いたこと
がある」と答えられる状態

・区の様々な取組（施策・事業・イベントな
ど）の中に、区の特性や地域実情に応じた
ものがあると感じる区民の割合：平成29年
度までに60％以上
・区の様々な取組（施策・事業・イベントな
ど）に関して、あなたの必要とする情報が伝
えられていると感じる区民の割合：平成29
年度までに60％以上

・区広報誌を情報の入口とし、ホームページ
へ誘導を行ったり、ツイッター、フェイスブッ
ク、動画などと連携させたりするなど、より
効果的・魅力的な情報発信を行う。
　また、広報誌記事に関するニーズ把握を
行い、広報誌の誌面・記事構成を随時修正
し、ニーズにあった広報誌｢よどマガ！｣の
発行を行う。
・事業所も含め全区民に広報誌を行き渡る
ようにし、より多くの区民へ区政情報を届け
る。
・職員の広報マインドやスキルを向上させ
て広報人材の育成を行い、情報発信力を強
化する。

ア

・区民アンケートで、区の様々な取組
（施策・事業・イベントなど）の中に、区
の特性や地域実情に応じたものがあ
ると感じる区民の割合：55.2%

・区の様々な取組（施策・事業・イベン
トなど）に関して、あなたの必要とする
情報が伝えられていると感じる区民の
割合：26.1%

63.1%

27.1%

B

B

多様な区民の意見やニー
ズの的確な把握と区政情
報の発信

区役所が、区政運営について区民の
意見や要望を反映していると思う区民
の割合

H29年度まで
に

60％以上

【5-1】
・区役所が、区政会議をはじめ、様々な機
会を活用して、区民の意見やニーズを的確
に把握するとともに、区の特性や地域実情
に応じた施策・事業を展開できている状態
・区役所が、区民に対して区政運営につい
ての十分な情報を届け、理解を得ている状
態

・区役所が、区政運営について区民の意見
や要望を反映していると思う区民の割合
平成29年度までに60％以上
・過去１年間に、区役所に日常生活に関す
る相談や要望を行った区民のうち、区役所
が、区における市政の総合窓口として、適
切に対応したと思う区民の割合 平成29年
度までに 80％以上

・広聴の様々な取り組みを「よどマガ！」・
「YODO-REPO」を利用し、周知する。また、
区民アンケートについて、より幅広く的確に
区民のニーズや評価を把握するため、固定
モニターから無作為抽出に変更するととも
に設問によって抽出する年齢構成を考慮す
る事により、より的確なニーズを収集する。
・区政会議における議論の充実と区民への
浸透を図る。

2

（１）

㋐



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（淀川区）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

「自律した自治体型の区政運営」に向けて

区における住民主体の自治の実現

区の様々な取組（施策・事業・イベント
など）に関して、あなたの必要とする
情報が伝えられていると感じる区民の
割合

H29年度まで
に

60％以上

区の様々な取組（施策・事業・イベント
など）の中に、区の特性や地域実情
に応じたものがあると感じる区民の割
合

H29年度まで
に

60％以上

多様な区民の意見やニー
ズの的確な把握と区政情
報の発信

区役所が、区政運営について区民の
意見や要望を反映していると思う区民
の割合

H29年度まで
に

60％以上

2

（１）

㋐

○：有効
×：有効でないため見

直す

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

取組内容 課題 改善策　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況
戦略に対する
取組の有効性

【5-1-1】
区民の幅広いニーズや行政への評価
を把握し、適切に区政運営に反映する
ため、区民アンケートを拡大するほ
か、区長と区民が気軽に意見交換を
できる場として、車座会議に代えて、
区長意見交換会「区長とかたろう」を
実施する。

・1,500人を無作為抽出する区民アン
ケート：年3回以上実施
・各種アンケートは結果を検証し「よど
マガ！」で周知する。
・区長意見交換会「区長とかたろう」：
30回以上開催（金曜日延長時間帯と
日曜日午前中に開催予定。ホーム
ページや「よどマガ！」等で告知する）

・アンケート及び区長意見交換会「区
長とかたろう」が意見聴取に有効な手
段と感じている区民の割合が80％以
上

・左記目標が60％未満の場合は取り
組みを再構築する。

〔平成26年度〕
・区民モニターアンケート2回実施
・車座会議を各地域の会館で12回実
施
〔平成27年度〕
・区民モニターアンケート2回実施
・区民アンケート（1,400人無作為抽
出）　1回実施

・区民アンケート3回実施（10月、12
月、1月）
・区長とかたろう区役所開催分37回実
施　相談件数49件、地域開催分5回実
施

・区長とかたろう、区民アンケートが意
見聴取に「有効である」、「ある程度有
効である」の割合：80.1％

①ⅰ ○ ― ―

【5-1-3】
・淀川区区政会議が委員から区政運
営に対する多様な意見や貴重な評価
を聴取できるよう、計画的に趣向を凝
らして開催するとともに、開催内容は
広く区民に周知する。

・会議の計画的な開催　4回以上（部
会を含む）
　〔会議資料の創意工夫と市民や地域
への会議案件(テーマ)募集〕
・会議内容の効果的な周知（広報誌掲
載1回、YODO-REPO4回）

・区政会議を知っている区民の割合を
70%以上とする。（区民モニター）

・左記目標が40%未満の場合は取り組
みを再構築する。

〔平成25年度〕
・区政会議3回開催
・施策等に反映した取組14件
〔平成26年度〕
・区政会議3回開催
・施策等に反映した取組9件
〔平成27年度〕
・区政会議4回開催
・施策等に反映した取組12件

・全体会議：3回　　部会：3つの部会を
各2回
・会議に向けた説明会を開催（第1回
全体会議前：2回、第3回全体会議前：
4回）
・運営方針の概要版等、わかりやすい
会議資料を作成
・第2回部会では、区政会議委員に部
会のテーマを募集し実施
・ホームページにて、区民に区政会議
のテーマを募集（3月末現在応募なし）
・会議内容の周知　　広報誌「よどマ
ガ！」：4回掲載　　「YODO-REPO」：4
回掲載

・区民アンケートにおいて区政会議を
知っている区民の割合：29.2％

③ ×

・広報誌で区政会議に関する定期的
な広報を行ったが、区政会議を知って
いる区民の割合は30％程度にとど
まった。

・引き続き広報誌での周知に加えて、
新たにSNSを活用した情報発信及び
区民まつり等で周知を行い、区政会議
を区民に広く周知する。

【様式3　取組項目8】
・区政運営の推進において、区民の意
見やニーズを的確に把握するととも
に、着実に反映する。

・平成29年度までに区政会議委員が
区政会議での意見が区政に反映され
ていると感じている割合　80%以上 ― ―

・区政会議委員が区政会議での意見
が区政に反映されていると感じている
割合：60％

・区政会議委員が区政会議での意見
が区政に反映されていると感じている
割合：60％ ① ― ― ―

・広報誌の全戸配布を事業所にも拡
大（平成28年4月号～）
・区情報誌「YODO-REPO」を6回発行
・広報誌及びＹＯＤＯ－ＲＥＰＯについ
てのアンケート調査を実施（4回）
・SNSの情報発信ツールとして、LINE@
アカウントを取得。（平成28年7月～）
友達登録3,630人。（H29年2月末現
在）
・SNSの情報発信（ツイッター1,789件、
フェイスブック150件（H29年3月末現
在）
・各課広報担当者に対し、事業周知ビ
ラの作成研修を実施（1回）

・広報誌、HPなどの情報により、区の
イベント等への参加もしくは施策・事業
等を利用したことがある区民の割合：
43.6%

②(ⅰ) ○

・目標には到達しなかったが、広報誌
を読みにくいと感じている区民の割合
はわずかに5.6％であり、多くの区民に
現在の広報誌が受け入れられている
と感じている。現状の編集方針は維持
しながら、区民が地域活動やイベント
への参加、施策・事業等の利用など、
自発的な行動を促すような誌面づくり
が必要である。

・広報誌を読んで、掲載された場所に
行ってみたい、記事と同じ体験をして
みたいといった、区民の共感を高め、
自発的な行動に誘うような誌面づくり
に向けて、担当者会議や研修を通じ、
広報マインドやスキルの向上に取り組
む。

【5-2-1】
・広報誌の全戸配布を事業所にも拡
大（発行部数：125,000部）
・区民が必要とする情報を確実に届け
るとともに、日常生活や地域活動に役
立つ内容の広報誌を発行（12回）
・様々な機会を捉え、掲載記事に対す
る区民ニーズの把握（3回以上）
・区政の「こんなことやってます・やりま
した」を発信する「YODO-REPO」の発
行（6回以上）
・「YODO-REPO」についてのモニタリ
ング調査を実施（3回以上）
・区職員を対象とした広報スキルアッ
プのための研修（１回）

・広報誌、HPなどの情報により、区の
イベント等への参加もしくは施策・事業
等を利用したことがある区民の割合が

60%以上

・左記目標が広報誌、HPなどの情報
により、区のイベント等への参加もしく
は施策・事業等を利用したことがある
区民の割合が30%以下であれば取組
を再構築する。

〔平成25年度〕
・広報紙をフルカラー化（25年5月）
・HPのトップページ改修（25年8月）
・各担当課によるHP・SNS（ツイッター・
フェイスブック）・動画配信の情報発信
（ツイッター：4,455件、フェイスブック：
約360件）
・｢YODO-REPO｣発行（10回）
〔平成26年度〕
・広報紙をA4版化して「よどマガ！」に
リニューアル、読み物コーナー（よどじ
ん等）新設。
・SNSの情報発信（ツイッター3,610件、
フェイスブック182件）
・｢YODO-REPO｣発行（10回）
〔平成27年度〕
・広報誌を有人世帯を対象に全戸配
布を開始。（27年5月号～）
・｢YODO-REPO｣発行(10回）
・SNSの情報発信（ツイッター3,773件、
フェイスブック204件）

・広報誌の全戸配布を事業所にも拡
大（平成28年4月号～）
・区情報誌「YODO-REPO」を6回発行
・広報誌及びＹＯＤＯ－ＲＥＰＯについ
てのアンケート調査を実施（4回）
・SNSの情報発信ツールとして、LINE@
アカウントを取得。（平成28年7月～）
友達登録3,630人。（H29年2月末現
在）
・SNSの情報発信（ツイッター1,789件、
フェイスブック150件（H29年3月末現
在）
・各課広報担当者に対し、事業周知ビ
ラの作成研修を実施（1回）

・広報誌、HPなどの情報により、区の
イベント等への参加もしくは施策・事業
等を利用したことがある区民の割合：
43.6%

②(ⅰ) ○

・目標には到達しなかったが、広報誌
を読みにくいと感じている区民の割合
はわずかに5.6％であり、多くの区民に
現在の広報誌が受け入れられている
と感じている。現状の編集方針は維持
しながら、区民が地域活動やイベント
への参加、施策・事業等の利用など、
自発的な行動を促すような誌面づくり
が必要である。

・広報誌を読んで、掲載された場所に
行ってみたい、記事と同じ体験をして
みたいといった、区民の共感を高め、
自発的な行動に誘うような誌面づくり
に向けて、担当者会議や研修を通じ、
広報マインドやスキルの向上に取り組
む。

【5-2-1】
・広報誌の全戸配布を事業所にも拡
大（発行部数：125,000部）
・区民が必要とする情報を確実に届け
るとともに、日常生活や地域活動に役
立つ内容の広報誌を発行（12回）
・様々な機会を捉え、掲載記事に対す
る区民ニーズの把握（3回以上）
・区政の「こんなことやってます・やりま
した」を発信する「YODO-REPO」の発
行（6回以上）
・「YODO-REPO」についてのモニタリ
ング調査を実施（3回以上）
・区職員を対象とした広報スキルアッ
プのための研修（１回）

・広報誌、HPなどの情報により、区の
イベント等への参加もしくは施策・事業
等を利用したことがある区民の割合が

60%以上

・左記目標が広報誌、HPなどの情報
により、区のイベント等への参加もしく
は施策・事業等を利用したことがある
区民の割合が30%以下であれば取組
を再構築する。

〔平成25年度〕
・広報紙をフルカラー化（25年5月）
・HPのトップページ改修（25年8月）
・各担当課によるHP・SNS（ツイッター・
フェイスブック）・動画配信の情報発信
（ツイッター：4,455件、フェイスブック：
約360件）
・｢YODO-REPO｣発行（10回）
〔平成26年度〕
・広報紙をA4版化して「よどマガ！」に
リニューアル、読み物コーナー（よどじ
ん等）新設。
・SNSの情報発信（ツイッター3,610件、
フェイスブック182件）
・｢YODO-REPO｣発行（10回）
〔平成27年度〕
・広報誌を有人世帯を対象に全戸配
布を開始。（27年5月号～）
・｢YODO-REPO｣発行(10回）
・SNSの情報発信（ツイッター3,773件、
フェイスブック204件）



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策前年度 　A：順調

　B：順調でない

【様式3　取組項目8】
・区政運営の推進において、区民の意見や
ニーズを的確に把握するとともに、着実に
反映する。

・平成29年度までに区政会議委員が区政
会議での意見が区政に反映されていると感
じている割合　80%以上

・自己評価をはじめ区政会議、区民モニ
ターなどのさまざまな評価を活用したマネジ
メントサイクルを推進する。 ―

・区政会議委員が区政会議での意見
が区政に反映されていると感じている
割合：60％ ― ― ― ― ― ―

【様式3　取組項目8】
・区政運営の推進において、区民の意見や
ニーズを的確に把握するとともに、着実に
反映する。

・平成29年度までに区政会議委員が区政
会議での意見が区政に反映されていると感
じている割合　80%以上

・自己評価をはじめ区政会議、区民モニ
ターなどのさまざまな評価を活用したマネジ
メントサイクルを推進する。 ―

・区政会議委員が区政会議での意見
が区政に反映されていると感じている
割合：60％ ― ― ― ― ― ―

A

A

区民の参画と協働による区
政運営

区役所が、区の様々な取組（施策・事
業・イベントなど）について、それらの
企画・計画段階において、区民の意
見や要望を反映していると思う区民の
割合

H29年度まで
に

60％以上

【5-1】
・区役所が、区政会議をはじめ、様々な機
会を活用して、区民の意見やニーズを的確
に把握するとともに、区の特性や地域実情
に応じた施策・事業を展開できている状態
・区役所が、区民に対して区政運営につい
ての十分な情報を届け、理解を得ている状
態

ｂ

・マニュアルどおりに市民の声を担当に引き
継ぐだけでは総合窓口の役割を果たしてい
ると判断されていない。

・区民アンケートの否定的な回答に対し、ど
のような点が引き継ぎが不十分であるか尋
ねて、問題点を改善する。

区役所が、区の様々な取組（施策・事
業・イベントなど）について、それらの
終了時に意見を聞くなど、区民からの
評価を受け、これらを区政運営の改
善につなげていると思う区民の割合

H29年度まで
に

60％以上

【5-1】
・区役所が、区政会議をはじめ、様々な機
会を活用して、区民の意見やニーズを的確
に把握するとともに、区の特性や地域実情
に応じた施策・事業を展開できている状態
・区役所が、区民に対して区政運営につい
ての十分な情報を届け、理解を得ている状
態

・区役所が、区政運営について区民の意見
や要望を反映していると思う区民の割合
平成29年度までに60％以上
・過去１年間に、区役所に日常生活に関す
る相談や要望を行った区民のうち、区役所
が、区における市政の総合窓口として、適
切に対応したと思う区民の割合 平成29年
度までに 80％以上

・広聴の様々な取り組みを「よどマガ！」・
「YODO-REPO」を利用し、周知する。また、
区民アンケートについて、より幅広く的確に
区民のニーズや評価を把握するため、固定
モニターから無作為抽出に変更するととも
に設問によって抽出する年齢構成を考慮す
る事により、より的確なニーズを収集する。
・区政会議における議論の充実と区民への
浸透を図る。

ア

・区役所が、区政運営について区民の
意見や要望を反映していると思う区民
の割合：33.2％

・過去１年間に、区役所に日常生活に
関する相談や要望を行った区民のう
ち、区役所が、区における市政の総合
窓口として、適切に対応したと思う区
民の割合：58.0％

26.5%

55.7%

A

A

A ｂ

・マニュアルどおりに市民の声を担当に引き
継ぐだけでは総合窓口の役割を果たしてい
ると判断されていない。

・区民アンケートの否定的な回答に対し、ど
のような点が引き継ぎが不十分であるか尋
ねて、問題点を改善する。

ア

・区役所が、区政運営について区民の
意見や要望を反映していると思う区民
の割合：33.2％

・過去１年間に、区役所に日常生活に
関する相談や要望を行った区民のう
ち、区役所が、区における市政の総合
窓口として、適切に対応したと思う区
民の割合：58.0％

26.5%

55.7%

A

㋑

・区役所が、区政運営について区民の意見
や要望を反映していると思う区民の割合
平成29年度までに60％以上
・過去１年間に、区役所に日常生活に関す
る相談や要望を行った区民のうち、区役所
が、区における市政の総合窓口として、適
切に対応したと思う区民の割合 平成29年
度までに 80％以上

・広聴の様々な取り組みを「よどマガ！」・
「YODO-REPO」を利用し、周知する。また、
区民アンケートについて、より幅広く的確に
区民のニーズや評価を把握するため、固定
モニターから無作為抽出に変更するととも
に設問によって抽出する年齢構成を考慮す
る事により、より的確なニーズを収集する。
・区政会議における議論の充実と区民への
浸透を図る。



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（淀川区）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

区民の参画と協働による区
政運営

区役所が、区の様々な取組（施策・事
業・イベントなど）について、それらの
企画・計画段階において、区民の意
見や要望を反映していると思う区民の
割合

H29年度まで
に

60％以上

区役所が、区の様々な取組（施策・事
業・イベントなど）について、それらの
終了時に意見を聞くなど、区民からの
評価を受け、これらを区政運営の改
善につなげていると思う区民の割合

H29年度まで
に

60％以上

㋑

○：有効
×：有効でないため見

直す

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

取組内容 課題 改善策　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況
戦略に対する
取組の有効性

【5-1-1】
区民の幅広いニーズや行政への評価
を把握し、適切に区政運営に反映する
ため、区民アンケートを拡大するほ
か、区長と区民が気軽に意見交換を
できる場として、車座会議に代えて、
区長意見交換会「区長とかたろう」を
実施する。

・1,500人を無作為抽出する区民アン
ケート：年3回以上実施
・各種アンケートは結果を検証し「よど
マガ！」で周知する。
・区長意見交換会「区長とかたろう」：
30回以上開催（金曜日延長時間帯と
日曜日午前中に開催予定。ホーム
ページや「よどマガ！」等で告知する）

・アンケート及び区長意見交換会「区
長とかたろう」が意見聴取に有効な手
段と感じている区民の割合が80％以
上

・左記目標が60％未満の場合は取り
組みを再構築する。

〔平成26年度〕
・区民モニターアンケート2回実施
・車座会議を各地域の会館で12回実
施
〔平成27年度〕
・区民モニターアンケート2回実施
・区民アンケート（1,400人無作為抽
出）　1回実施

・区民アンケート3回実施（10月、12
月、1月）
・区長とかたろう区役所開催分37回実
施　相談件数49件、地域開催分5回実
施

・区長とかたろう、区民アンケートが意
見聴取に「有効である」、「ある程度有
効である」の割合：80.1％

①ⅰ ○ ― ―

【5-1-3】
・淀川区区政会議が委員から区政運
営に対する多様な意見や貴重な評価
を聴取できるよう、計画的に趣向を凝
らして開催するとともに、開催内容は
広く区民に周知する。

・会議の計画的な開催　4回以上（部
会を含む）
　〔会議資料の創意工夫と市民や地域
への会議案件(テーマ)募集〕
・会議内容の効果的な周知（広報誌掲
載1回、YODO-REPO4回）

・区政会議を知っている区民の割合を
70%以上とする。（区民モニター）

・左記目標が40%未満の場合は取り組
みを再構築する。

〔平成25年度〕
・区政会議3回開催
・施策等に反映した取組14件
〔平成26年度〕
・区政会議3回開催
・施策等に反映した取組9件
〔平成27年度〕
・区政会議4回開催
・施策等に反映した取組12件

・全体会議：3回　　部会：3つの部会を
各2回
・会議に向けた説明会を開催（第1回
全体会議前：2回、第3回全体会議前：
4回）
・運営方針の概要版等、わかりやすい
会議資料を作成
・第2回部会では、区政会議委員に部
会のテーマを募集し実施
・ホームページにて、区民に区政会議
のテーマを募集（3月末現在応募なし）
・会議内容の周知　　広報誌「よどマ
ガ！」：4回掲載　　「YODO-REPO」：4
回掲載

・区民アンケートにおいて区政会議を
知っている区民の割合：29.2％

③ ×

・広報誌で区政会議に関する定期的
な広報を行ったが、区政会議を知って
いる区民の割合は30％程度にとど
まった。

・引き続き広報誌での周知に加えて、
新たにSNSを活用した情報発信及び
区民まつり等で周知を行い、区政会議
を区民に広く周知する。

【様式3　取組項目8】
・区政運営の推進において、区民の意
見やニーズを的確に把握するととも
に、着実に反映する。

・平成29年度までに区政会議委員が
区政会議での意見が区政に反映され
ていると感じている割合　80%以上 ― ―

・区政会議委員が区政会議での意見
が区政に反映されていると感じている
割合：60％

・区政会議委員が区政会議での意見
が区政に反映されていると感じている
割合：60％ ① ― ― ―

【5-1-1】
区民の幅広いニーズや行政への評価
を把握し、適切に区政運営に反映する
ため、区民アンケートを拡大するほ
か、区長と区民が気軽に意見交換を
できる場として、車座会議に代えて、
区長意見交換会「区長とかたろう」を
実施する。

・1,500人を無作為抽出する区民アン
ケート：年3回以上実施
・各種アンケートは結果を検証し「よど
マガ！」で周知する。
・区長意見交換会「区長とかたろう」：
30回以上開催（金曜日延長時間帯と
日曜日午前中に開催予定。ホーム
ページや「よどマガ！」等で告知する）

・アンケート及び区長意見交換会「区
長とかたろう」が意見聴取に有効な手
段と感じている区民の割合が80％以
上

・左記目標が60％未満の場合は取り
組みを再構築する。

〔平成26年度〕
・区民モニターアンケート2回実施
・車座会議を各地域の会館で12回実
施
〔平成27年度〕
・区民モニターアンケート2回実施
・区民アンケート（1,400人無作為抽
出）　1回実施

・区民アンケート3回実施（10月、12
月、1月）
・区長とかたろう区役所開催分37回実
施　相談件数49件、地域開催分5回実
施

・区長とかたろう、区民アンケートが意
見聴取に「有効である」、「ある程度有
効である」の割合：80.1％

①ⅰ ○ ― ―

【5-1-3】
・淀川区区政会議が委員から区政運
営に対する多様な意見や貴重な評価
を聴取できるよう、計画的に趣向を凝
らして開催するとともに、開催内容は
広く区民に周知する。

・会議の計画的な開催　4回以上（部
会を含む）
　〔会議資料の創意工夫と市民や地域
への会議案件(テーマ)募集〕
・会議内容の効果的な周知（広報誌掲
載1回、YODO-REPO4回）

・区政会議を知っている区民の割合を
70%以上とする。（区民モニター）

・左記目標が40%未満の場合は取り組
みを再構築する。

〔平成25年度〕
・区政会議3回開催
・施策等に反映した取組14件
〔平成26年度〕
・区政会議3回開催
・施策等に反映した取組9件
〔平成27年度〕
・区政会議4回開催
・施策等に反映した取組12件

・全体会議：3回　　部会：3つの部会を
各2回
・会議に向けた説明会を開催（第1回
全体会議前：2回、第3回全体会議前：
4回）
・運営方針の概要版等、わかりやすい
会議資料を作成
・第2回部会では、区政会議委員に部
会のテーマを募集し実施
・ホームページにて、区民に区政会議
のテーマを募集（3月末現在応募なし）
・会議内容の周知　　広報誌「よどマ
ガ！」：4回掲載　　「YODO-REPO」：4
回掲載

・区民アンケートにおいて区政会議を
知っている区民の割合：29.2％

③ ×

・広報誌で区政会議に関する定期的
な広報を行ったが、区政会議を知って
いる区民の割合は30％程度にとど
まった。

・引き続き広報誌での周知に加えて、
新たにSNSを活用した情報発信及び
区民まつり等で周知を行い、区政会議
を区民に広く周知する。

【様式3　取組項目8】
・区政運営の推進において、区民の意
見やニーズを的確に把握するととも
に、着実に反映する。

・平成29年度までに区政会議委員が
区政会議での意見が区政に反映され
ていると感じている割合　80%以上 ― ―

・区政会議委員が区政会議での意見
が区政に反映されていると感じている
割合：60％

・区政会議委員が区政会議での意見
が区政に反映されていると感じている
割合：60％ ① ― ― ―



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（淀川区）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成28年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策前年度 　A：順調

　B：順調でない

区民に身近な総合行政の拠点としての区役所づくり

㋐
区における市政の総合窓
口機能の充実

過去１年間に、区役所に日常生活に
関する相談や要望を行った区民のう
ち、区役所が、区における市政の総
合窓口として、適切に対応したと思う
区民の割合

H29年度まで
に

80％以上

【5-1】
・区役所が、区政会議をはじめ、様々な機
会を活用して、区民の意見やニーズを的確
に把握するとともに、区の特性や地域実情
に応じた施策・事業を展開できている状態
・区役所が、区民に対して区政運営につい
ての十分な情報を届け、理解を得ている状
態

・区役所が、区政運営について区民の意見
や要望を反映していると思う区民の割合
平成29年度までに60％以上
・過去１年間に、区役所に日常生活に関す
る相談や要望を行った区民のうち、区役所
が、区における市政の総合窓口として、適
切に対応したと思う区民の割合 平成29年
度までに 80％以上

・広聴の様々な取り組みを「よどマガ！」・
「YODO-REPO」を利用し、周知する。また、
区民アンケートについて、より幅広く的確に
区民のニーズや評価を把握するため、固定
モニターから無作為抽出に変更するととも
に設問によって抽出する年齢構成を考慮す
る事により、より的確なニーズを収集する。
・区政会議における議論の充実と区民への
浸透を図る。

ア

・区役所が、区政運営について区民の
意見や要望を反映していると思う区民
の割合：33.2％

・過去１年間に、区役所に日常生活に
関する相談や要望を行った区民のう
ち、区役所が、区における市政の総合
窓口として、適切に対応したと思う区
民の割合：58.0％

・26.5%

・55.7%

Ａ

Ａ

Ａ ｂ

・マニュアルどおりに市民の声を担当に引き
継ぐだけでは総合窓口の役割を果たしてい
ると判断されていない。

・区民アンケートの否定的な回答に対し、ど
のような点が引き継ぎが不十分であるか尋
ねて、問題点を改善する。

区民が満足・納得できる区役所運営

㋐
庁舎案内や窓口業務にお
けるサービス向上

区役所を過去１年間に訪れた区民の
うち、来庁者への案内サービスや窓
口での応対が良いと感じた区民の割
合

区役所来庁者に対する窓口サービス
に係る民間事業者の覆面調査員によ
る調査（５点満点）での点数

H29年度まで
に

80％以上

H29年度まで
に

3.5点以上

【5-3】
・職員の活気と各課間の情報共有により、
窓口サービスに満足している区民を増や
す。

・区役所来庁者に対する窓口サービスにか
かる民間事業者の覆面調査員による調査：
平成29 年度までに 3.5 点以上（★★以上）
・区役所を過去１年間に訪れた区民のうち、
来庁者への案内サービスや窓口での応対
が良いと感じた区民の割合：平成29 年度ま
でに 90％以上

・「窓口サービスPT」を組織し、窓口サービ
スの向上を検討する。

ア

・窓口ミシュラン：★(3.4）

・区役所を過去１年間に訪れた区民の
うち、来庁者への案内サービスや窓口
での応対が良いと感じた区民の割合：
78.8%

・★(3.0）

・78.4%

Ａ

Ａ

Ｂ b

・具体的な接遇技術を研修により各職員が
習得したが、それを組織全体で継続してい
くシステムが無い。

・習得した接遇技術を各課単位で相互に実
施状況をチェックし、改善指導を行うととも
に自発的に向上するシステムを作る。

㋑
区民が納税者の視点で納
得できる効果的・効率的な
業務運営

効果的・効率的な業務運営に向け、
区の実情や特性に応じて、区役所の
取組が進められていることを知ってい
る区民の割合

H29年度まで
に

60％以上

【5-3】
・区役所効果的・効率的に運営されるよう、
様々な取組みが進められ、区民がそのこと
を知っている状態。

・効果的・効率的な業務運営に向け、区の
実情や特性に応じて、区役所の取組が進
められていることを知っている区民の割合：
平成29 年度までに 60％以上

・「業務カイゼンチーム」を組織し、業務の効
果的・効率的な業務改善を検討する。
・「区役所ダイエット」の取組などにより、業
務プロセスの改善や事務の集約化を実施
し、効果的・効率的なものとしていくととも
に、区民に周知する。

ア

・区の実情や特性に応じて区役所取
組が進められていることを知ってる区
民割合：55.2%

63.1% Ｂ Ｂ b

・具体的な接遇技術を研修により各職員が
習得したが、それを組織全体で継続してい
くシステムが無い。

・習得した接遇技術を各課単位で相互に実
施状況をチェックし、改善指導を行うととも
に自発的に向上するシステムを作る。

（２）

（３）



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（淀川区）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

区民に身近な総合行政の拠点としての区役所づくり

㋐
区における市政の総合窓
口機能の充実

過去１年間に、区役所に日常生活に
関する相談や要望を行った区民のう
ち、区役所が、区における市政の総
合窓口として、適切に対応したと思う
区民の割合

H29年度まで
に

80％以上

区民が満足・納得できる区役所運営

㋐
庁舎案内や窓口業務にお
けるサービス向上

区役所を過去１年間に訪れた区民の
うち、来庁者への案内サービスや窓
口での応対が良いと感じた区民の割
合

区役所来庁者に対する窓口サービス
に係る民間事業者の覆面調査員によ
る調査（５点満点）での点数

H29年度まで
に

80％以上

H29年度まで
に

3.5点以上

㋑
区民が納税者の視点で納
得できる効果的・効率的な
業務運営

効果的・効率的な業務運営に向け、
区の実情や特性に応じて、区役所の
取組が進められていることを知ってい
る区民の割合

H29年度まで
に

60％以上

（２）

（３）

○：有効
×：有効でないため見

直す

平成28年度

具体的取組

計画 自己評価

取組内容 課題 改善策　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況
戦略に対する
取組の有効性

【5-1-2】
・　市政の総合窓口としての適切な役
割を果たすため、他部局が所管する
内容の市民の声は、区役所が規定の
処理期限内（受付日翌日から原則14
日以内）に回答するようマネジメントす
る。また、この結果を区民に周知す
る。

・適切な所管部署への伝達が受付日
から2開庁日内にできなかった案件：
年間5件以内
・総合窓口としての実績を「YODO-
REPO」等で周知：年間5回以上

・区民アンケートにおいて、区役所が
総合窓口として、適切に引き継ぎを
行っていると感じる区民の割合：70％
以上

・区役所が総合窓口として適切に引き
継ぎを行っていると感じる区民の割合
が40％未満であれば取組を再構築す
る。

〔平成26年度〕
・平成26年4月～27年3月までに受付
した案件の内、受付日から2開庁日内
に出来なかった案件は9件
〔平成27年度〕
・平成27年4月～28年3月までに受付
した案件の内、受付日から2開庁日内
に出来なかった案件は7件
（局間調整ののち判明3件、所属内事
前連絡調整分4件）
・「YODO-REPO」での市民の声の対
応　6回掲載

・適切な所管部署への伝達が受付日
から２開庁日以内にできなかった案件
0件
・「YODO-REPO」に市民の声の対応：
年間5回掲載

・適切に引き継ぎを行っていると「感じ
る」「どちらかといえば感じる」：58.0％

②ⅰ ○

・マニュアルどおりに市民の声を担当
に引き継ぐだけでは総合窓口の役割
を果たしていると判断されていない。
・「YODO-REPO」では計画通りの広報
を行ったがアピールが足りない。

・区民アンケートの否定的な回答に対
し、どのような点が引き継ぎが不十分
であるか尋ねて、問題点を改善する。

【5-3-1】
・全所属で来庁者アンケート調査やセ
ルフチェックリストにより窓口業務の応
対がレベルアップしてるかを確認、目
標レべルに達していないと判断した場
合は職員研修など必要な取組みを実
施する。（年3回以上）
・業務改善チームでこれまでの調査で
の減点ポイントを調査会社などへ確認
し、具体把握そして改善を行う。
・窓口サービス向上ＰＴにおいて、丁寧
な言葉づかい、時宜を得たあいさつが
できるように、朝礼等の機会に指導す
る。
・案内表示について、窓口までたどり
着く時間をより短縮させられるように、
具体改善を行う。

・区役所来庁者に対する窓口サービス
にかかる民間事業者の覆面調査員に
よる調査（5点満点）での点数： 3.5 点
以上（★★以上）
・来庁者アンケートにおいてサービス
に満足している来庁者の割合が85％
以上

・区役所来庁者に対する窓口サービス
にかかる民間事業者の覆面調査員に
よる調査で★なし。または、満足度
70％未満の場合、取組みを再構築す
る。

[平成26年度]
・チェックリストによる確認（10月）
・アンケート調査（12月）
・26年度区役所来庁者に対する窓口
サービスにかかる民間事業者の覆面
調査員による調査結果の分析（3月）

・平成27年度区役所来庁者に対する
窓口サービスにかかる民間事業者の
覆面調査結果に基づく研修実施（8～
11月）
・わかりやすい統一感のある表示物の
作成(11月)
・電話での丁寧な挨拶に向け統一
ルール作成し全電話機へ掲示（10月）

・覆面調査員による調査結果：★（3.4）
・サービスに満足している来庁者割
合：82.9％

②ⅰ ○

・具体的な接遇技術を研修により各職
員が習得したが、それを組織全体で継
続していくシステムが無い。

・習得した接遇技術を各課単位で相互
に実施状況をチェックし、改善指導を
行うとともに自発的に向上するシステ
ムを作る。

【5-3-2】
・事務プロセスの改善・削減のため、
「業務カイゼンチーム」を組織し業務の
効果的・効率的な業務改善を検討す
るとともに即座に実行に移す組織運営
を行う。

・改善や効率化につながる提案を「淀
川区ダイエット作戦」と称し、職員から
の提案を得ることにより、職場全体が
改善を意識する風土を醸成する。
　
　淀川区ダイエット作戦による提案募
集：上半期１回
　業務ガイゼンチームの会議：月１回
開催

・業務の効率化が図れたカイゼン提案
の件数：15件以上
・ムダ取り成功事例（庁内・他区）の庁
内実施による業務改善：5件以上

・左記目標のそれぞれ3件未満、0件
の場合は取り組みを再構築する。

[平成27年度]
・平成27年9月に実施した際の職員提
案数60件。

・淀川区ダイエット作戦：9月実施
・業務カイゼンチーム会議：10回実施

・業務効率化が図れた提案数：39件
・ムダ取り成功事例（庁内・他区）の庁
内実施による業務改善：6件

①ⅰ ○ ― ―


